　　　　年　　月　　日

　福島県知事

　　　　　　　　　　　　　　申請人

　　　　　　　　　　　　　　　事務所の所在地　●●市町村▲▲▲
　　　　　　　　　　　　　　　　宗教法人「       Ａ       」

　　　　　　　　　　　　　　　　代表役員

　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　　　　　　　　　　　　　　　事務所の所在地　●●市町村▲▲▲
　　　　　　　　　　　　　　　　宗教法人「       Ｂ       」

　　　　　　　　　　　　　　　　代表役員

　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

宗教法人合併認証申請

　宗教法人「  Ｂ  」を宗教法人「  Ａ  」に合併（Ａが存続）したいので、宗教法人法第３８条の規定により、下記関係書類を添えて合併の認証を申請します。

記
	
	関係書類
	存続法人
	解散法人

	１
	合併理由書
	○

	２
	合併契約書（写し）
	○

	３
	合併の決定について規則で定める手続（規則に別段の定めがない場合には、法第１９条の規定による手続）を経たことを証する書類

	
	(1)
	責任役員会議事録（写し）
	○
	○

	
	(2)
	その他の機関の同意書（写し）
	
	

	
	(3)
	包括団体の承認書（写し）
	
	

	４
	法第３４条第１項の規定により公告をしたことを証する書類

	
	(1)
	合併公告証明書
	○
	○

	
	関係書類
	存続法人
	解散法人

	
	(2)
	法第３４条第１項の規定による公告書（写し）
	○
	○

	
	(3)
	公告をしたことが分かる資料（写真等）
	○
	○

	５
	法第３４条第２項の規定による手続を経たことを証する書類

	
	(1)
	財産目録等の作成証明書
	○
	○

	
	(2)
	財産目録等
	○
	○

	６
	法第３４条第３項の規定による手続を経たことを証する書類

	
	(1)
	債権者に対する公告証明書
	○
	○

	
	(2)
	法第３４条第３項の規定による公告書（写し）
	○
	○

	
	(3)
	公告をしたことが分かる資料（写真等）
	○
	○

	
	(4)
	催告証明書
	
	

	７
	法第３４条第４項の規定による手続を経たことを証する書類
	○
	○

	８
	法第３５条第１項の規定による手続を経たことを証する書類（合併に伴い規則の変更を必要にする場合に限る。）

	
	(1)
	規則変更しようとする事項を示す書類　２通
	
	－

	
	(2)
	新しい規則の全文　または　規則及び新旧対照表の写し
	
	

	
	(3)
	責任役員会議事録（写し）
	
	

	
	(4)
	その他の機関（総会、総代等）の同意書（写し）
	
	

	
	(5)
	包括団体の承認書（写し）
	
	

	９
	法第３６条において準用する法第２６条第２項の規定による公告をしたことを証する書類一式（包括関係の設定、又は廃止を伴う場合に限る。）
	
	－

	10
	法第３６条において準用する法第２６条第３項の規定による承認を受け、又は通知をしたことを証する書類一式（合併に伴い被包括関係の設定又は廃止を伴う場合に限る。）
	
	－

	11
	県外宗教法人を合併する場合
宗教法人登記事項証明書、代表役員印鑑証明書、規則（写し）
	－
	


（注）　該当する書類があれば、表右側の欄に丸をつけてください。

合併理由書
宗教法人名　　　　　　　　　　　　
代表役員　　　　　　　　　　　　　

　以下の理由により、合併するものです。
· ・・・・・・・。
· ・・・・・・・。
· ・・・・・・・。

合　併　契　約　書

　宗教法人「Ａ」（以下「甲」という。）と宗教法人「Ｂ」（以下「乙」という。）は、下記のとおり、合併の契約を締結する。

記
１　甲と乙は合併し、乙は解散する。

２　合併後の包括宗教団体は、「○○○○」とする。

３　乙の奉祀する本尊（主神）は、甲において奉祀する。

４　乙に所属する教師（信者、職員）は、甲の教師（信者、職員）として移籍する。

５　乙の一切の権利義務は、甲が承継する。
６　本合併契約の効力発生及びこの契約の履行期は、法定手続きを完了し、合併の登記をした日とする。
７　本契約に定めるもののほか、合併につき必要な事項は、甲乙双方の代表役員協議の上、これを定めるものとする。

　上記契約を証するため、本証書２通を作成し、甲乙双方の代表役員が署名し、各々その１通を保有する。

　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　甲　宗教法人「　Ａ　」

                            代表役員

　　　　　　　　　　　　乙　宗教法人「　Ｂ　」

                            代表役員
（甲・乙両法人とも必要）
責任役員会議事録

１　日　時　　　　　　年　　月　　日　　時　　分から　　時　　分まで

２　場　所    （所在地及び会場名）

３　出席者　　代表役員

　　　　　　　責任役員

　　　　　　　責任役員

４　議題

　（1）宗教法人「　Ａ　」と宗教法人「　Ｂ　」が合併することについて

　（2）合併契約書（案）について

５　議事の経過

　　代表役員が議長となり、出席者を確認、開会を宣す。

　　代表役員が・・・・・・・・の理由により宗教法人「　Ａ　」が宗教法人「　Ｂ　」を合併する旨を説明し、討議の結果、出席者全員異議なくこれに賛成、提案どおり議決した。

また、合併契約書（案）について、出席者全員異議なくこれに賛成、提案どおり議決した。

　　以上をもって議事の全てを終了したので、議長は○時○分閉会を宣した。

　上記の事実を証するために、ここに出席者全員署名する。

　　　　　　年　　月　　日
                            宗教法人「　　　　　　」

                              代表役員

　　　　　　　　　　　　　　　責任役員

　　　　　　　　　　　　　　　責任役員
（規則で定めがあれば作成する）
同　意　書

　宗教法人「　Ｂ　」を宗教法人「　Ａ　」に合併することに同意します。

　　　　　　年　　月　　日

                 宗教法人「　　　　　　」

                   総　　代
                   総　　代
                   総　　代
（甲・乙両法人とも必要）
公　告　証　明　書
　宗教法人「　Ｂ　」を宗教法人「　Ａ　」に合併することになったため、宗教法人法第３４条第１項の規定により、下記のとおり公告しました。

記

　１　公告の方法

　　　　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで　　日間、事務所の掲示場に掲示した。
　例：１０日間掲示する場合、公告期間は「○月１日から○月１２日」のようになる。

　２　公告文
　　別紙のとおり

　　　　　　年　　月　　日

                            宗教法人「　　　　」

                            代表役員
　　上記の事実を確認したことを証明します。

　　　　　　年　　月　　日

                         　住　所

                         　氏　名
                         　住　所

                         　氏　名
（注）１　公告の方法は、規則で定める方法によること。

　　　２　確認者は、信者その他の利害関係人とし、２～３人連署のこと。

（甲・乙両法人とも行う）
	宗教法人合併公告（法第３４条第１項の公告）
　このたび、下記のとおり、宗教法人「　Ｂ　」を宗教法人「　Ａ　」に合併することになりましたので、宗教法人法第３４条第１項の規定によって公告します。

　　　　　年　　月　　日

                        事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　宗教法人「　　　Ａ　　　」

　　　　　　　　　　　　　代表役員

                        事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　宗教法人「　　　Ｂ　　　」

　　　　　　　　　　　　　代表役員
　信者その他利害関係人各位
記

合併契約の案の要旨

１　宗教法人「Ａ」と宗教法人「Ｂ」は合併し、宗教法人「Ｂ」は解散する。
２　宗教法人「Ａ」の包括宗教法人は、現在のとおり宗教法人「○○○」とする。
３　宗教法人「Ｂ」の奉祀する本尊（主神）は、宗教法人「Ａ」において奉祀する。
４　宗教法人「Ｂ」に所属する教師（信者、職員）は、宗教法人「Ａ」の教師（信者、職員）として移籍する。
５　宗教法人「Ｂ」の有する一切の権利義務は、宗教法人「Ａ」が承継する。



（甲・乙両法人とも必要）
財　産　目　録　作　成　証　明　書
　宗教法人「　Ｂ　」を宗教法人「　Ａ　」に合併するため、宗教法人法第３４条第２項の規定により、別紙のとおり、財産目録を作成しました。（なお、当法人は、同法第６条に規定する事業を行っていません。）

　※合併公告完了後、２週間以内に作成することとされています。

　　　　　　年　　月　　日

                            宗教法人「　　　　　」

                            代表役員

　　上記の事実を確認したことを証明します。

　　　　　　年　　月　　日

                         　住　所

                         　氏　名

                         　住　所

                         　氏　名
（注）　確認者は、信者その他の利害関係人とし、２～３人連署のこと。

（甲・乙両法人とも必要）
公　告　証　明　書
　宗教法人「　Ｂ　」を宗教法人「　Ａ　」に合併するため、宗教法人法第３４条第３項の規定により、下記のとおり公告しました。

記

　１　公告の方法

　　　　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで　　日間、事務所の掲示場に掲示した。
　例：１０日間掲示する場合、公告期間は「○月１日～１２日」のようになる。

　２　公告文　　　

　　　別紙のとおり

　　　　　　年　　月　　日

                            宗教法人「　　　　」

                            代表役員
　　上記の事実を確認したことを証明します。

　　　　　　年　　月　　日

                         　住　所

                         　氏　名
                         　住　所

                         　氏　名
（注）　確認者は、信者その他の利害関係人とし、２～３人連署のこと。

（甲・乙両法人とも行う）
	宗教法人合併公告（法第３４条第３項の公告）
　このたび、宗教法人「　Ｂ　」を宗教法人「　Ａ　」に合併することに決定しましたから、このことについて異議がある債権者は、この公告掲載の日から２月以内に、その旨をお申し述べ下さい。

宗教法人法第３４条第３項の規定によって公告します。

　　　　　年　　月　　日（※）

　※合併公告完了後、２週間以内に公告することとされています。

                        事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　宗教法人「　　　Ａ　　　」

　　　　　　　　　　　　　代表役員
                        事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　宗教法人「　　　Ｂ　　　」

　　　　　　　　　　　　　代表役員
　債権者各位




（知れている債権者がいれば作成する）
催　告　証　明　書

　宗教法人「　Ｂ　」を宗教法人「　Ａ　」に合併するため、宗教法人法第３４条第３項の規定により、別紙のとおり催告しました。

　　　　　　年　　月　　日

                            宗教法人「　　　　　」

                            代表役員
　　上記の事実を確認したことを証明します。

　　　　　　年　　月　　日

                         　住　所

                         　氏　名
                         　住　所

                         　氏　名
（注）　確認者は、信者その他の利害関係人とし、２～３人連署のこと。
（知れている債権者がいれば行う）
　　　年　　月　　日　　

　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　宗教法人「　　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表役員
催　告

　このたび、宗教法人「　Ｂ　」を宗教法人「　Ａ　」に合併することに決定しました。

これについて異議があれば、　　　　年　　月　　日（２ヶ月以上の期間をとる）までに、その旨申し述べてください。

宗教法人法第３４条第３項の規定によって催告します。
（注）　知れている債権者に対し各別に、内容証明郵便で催告すること。ただし、債権者から合併に異議のない旨の承諾書（下記）を提出させる場合は、普通郵便で差支えない。
　　　年　　月　　日　　

　宗教法人「　　　　」

　代表役員　　　　　　様

　住所

　　氏名
承　諾　書

　宗教法人「　Ｂ　」を宗教法人「　Ａ　」に合併することについては異存ありません。
（甲・乙両法人とも必要）
法第３４条第４項の規定による手続を経たことを証する書類
宗教法人法第３４条第３項の規定による公告及び催告をしたところ、異議

を申し述べた者がなかったことを証明します。

なお、知れている債権者はありません。

　　　　　　年　　月　　日
                            宗教法人「　　　　　　」

                            代表役員

（注）　異議があった場合は、「弁済・担保・信託等をしたことを証する書類」、または「合併してもその者を害するおそれのないことを証する書類」を添付すること。
年　　月　　日

  福島県知事

　　　　　　　　　　　　　　　　　事務所の所在地

                                  宗教法人「　　　　　　」

                                  代表役員
                                 電話番号

宗教法人合併届

　このたび、宗教法人「　　　　　　　」を宗教法人「　　　　　　　　」に合併し、宗教法人法第５６条又は第６１条の規定により変更の登記をしましたので、同法第９条の規定により、登記事項証明書を添えてお届けします。

年　　月　　日

  福島県知事

　　　　　　　　　　　　　　　　　事務所の所在地

                                  宗教法人「　　　　　　」

                                  代表役員
                                  電話番号

宗教法人解散届

　このたび、宗教法人「　　　　　　　」は宗教法人「　　　　　　　」との合併により解散し、宗教法人法第５６条又は第６１条の規定による解散の登記をしましたので、同法第９条の規定により、登記事項証明書を添えてお届けします。
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